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令和７年度の決算状況は、歳入５２億３，５７９万円１千円

(前年度対比５．３％増)に対して、歳出４７億６，２１１万９

千円(前年度対比３．２％増)、翌年度に繰り越すべき財源１，

２９１万７千円を含む、４億７，３６７万２千円(前年度対比３

２．９％増)を令和８年度に繰り越しました。 

なお、実質収支額のうち、地方自治法第２３３条の２の規定

により、財政調整基金に１億円を積み立てます。 

歳 入 

町 税 

町税額は、２８億３，５０４万２千円となり、歳入総額の構

成比は５４．２％、前年度対比４．６％の増となりました。 

税目別では、個人町民税が、賃金上昇の影響などにより所得

割が増加したことで５億７０３万５千円、前年度対比１２．６％

の増、法人町民税については、一定の景気回復による一部企業

の業績の向上などから、７億１，２４６万２千円、前年度対比

７．３％の増となり、町民税全体としては、前年度対比９．５％

の増となりました。 

 固定資産税の土地は４億５，４７５万１千円で地価の下落が

収束しつつあり前年度対比０．１％の減、家屋が大規模家屋な

どの建築により６億４３４万８千円、前年度対比１．６％の増、

償却資産が一部企業における設備投資の影響などにより４億１

０万７千円、前年度対比２．３％の増となり、固定資産税全体

としては、前年度対比１．２％の増となりました。 

また、軽自動車税は、登録台数の増加などに伴い４，４５４

万円、前年度対比３．９％の増、町たばこ税は、販売本数の減

により１億１，１６１万２千円、前年度対比０．８％の減とな

りました。 

地 方 交 付 税 

地方交付税は、普通交付税の再算定の影響があり、普通交付

税３億３，０２３万１千円、特別交付税５，８９２万２千円の

交付を受け、総額では前年度対比２４.３％の増加となりました。 

国・県支出金 

国庫支出金は、障害者自立支援給付費負担金１億３，６１６

万円、児童手当負担金１億１，６４３万３千円、物価高騰対応

重点支援地方創生臨時交付金７，２２５万４千円、公園施設長

寿命化対策支援事業補助金２，３３８万円などの交付を受け、

総額で５億１，３５８万２千円、前年度対比１０．５％の増と

なりました。 

県支出金は、障害者自立支援給付費負担金６，２８６万円、

市町村自治基盤強化総合補助金３，００７万５千円などの交付

を受け、総額で３億１，８０５万４千円、前年度対比３．０％

の増となりました。 

その他の収入 

地方譲与税は、自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税、森林

環境譲与税で４，１３３万５千円の交付を受け、前年度対比１．

４％の増となりました。 

各種交付金は、地方消費税交付金で３億２４６万８千円、法

人事業税交付金で５，２６１万６千円の交付を受け、各種交付

金総額では４億４，６９３万円、前年度対比２．２％の減とな
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１　重要な会計方針 ３　貸借対照表等に関する注記

(1)　固定資産の減価償却の方法 (1)　引当金の取崩し

ア 減価償却の方法 定額法による。 ア 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

イ 主な耐用年数

建物 20～60年

構築物 25～60年

機械及び装置 8～20年 イ

工具器具及び備品 3～8年

(2)　引当金の計上方法

ア 退職給付引当金

４　リース契約により使用する固定資産

(1)　リース会計に係る特例措置

イ 賞与引当金、法定福利費引当金

(2)　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

ウ 貸倒引当金 　１年内　  331,320円

　１年超　1,076,790円

　   　計  　1,408,110円

(3)　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　キャッシュ・フロー計算書等関連

　該当なし

　　注　記　　

貸倒引当金の取崩し

　令和７年度において、期末手当、勤勉手当及びこれに係る法定福利費を
支出するため、令和６年12月から令和７年３月分にあたる賞与引当金
2,121千円、及び法定福利費引当金420千円を取り崩した。

　令和７年度において、不納欠損処分に係るものとして、貸倒引当金
17,550円を取り崩した。

　神奈川県市町村職員退職手当組合に加入しており、一般負担金以外は
一般会計で負担するため引当金を計上しない。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に
係る方法に準じた会計処理によっている。

　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費の支出に備えるため、当年
度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上して
いる。

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率により回収不能
見込額を計上している。
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